
(単位:人)

(注）　「その他」は、派遣職員（南諏衛生施設組合・社会福祉協議会等）です。

(単位:人)

(単位:人)

職　務　内　容

1.2％

32人

1

　 平成28年度普通会計における人件費の決算額は、11億3,859万円で、歳出決算額69億5,747万円の約16.4

％です。

　 なお、この人件費には町長、副町長、および町議会議員などの特別職に支給される給料、報酬、手当なども

含んでいます。

標　準　的　な
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114 11

1

0計

合 計

5

3

8

そ の 他

0

5

事 務 職 等 保 健 師 保 育 士 そ の 他

2

7

保 育 士

0

栄 養 士保 健 師職　　種

栄 養 士 合 計

5男　　性

3

100.0％
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164人
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0

6級 合計

0
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3級
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10人 166人

（３）職員数の状況(各年度4月1日現在)

22.6％
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9人

100.0％27.4％

45人27人

男　　性

女　　性

職　　種

計

5
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事 務 職 等

女　　性

16.5％

1

区    分

平成29年度

平成28年度
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《行政職給料表》

標　準　的　な

39人H29.4.1
現在

差　　引

２　給与に関すること

2級

主事 主任

構成比

（１）級別職員数の状況

4

27人

19.5％16.5％

係長

5.5％

45人 33人

H28.4.1
現在

職員数 37人

職員数

5級

1

(注）　職員数には、再任用職員を含み、嘱託職員は含みません。　平成２７年４月１日付 採用職員は9人です。

1級区　　　分

0

主幹 課長
職　務　内　容

について、平成28年度の概要を公表します。

12人

2

11人

22.6％

（１）採用の状況（H28.4.1～H29.3.31）

１　任免及び職員数

（給料等については、平成29年4月1日の状況も併せて公表します。）

保 育 士 栄 養 士

31 5

構成比

主査

 　町の人事行政運営等について町民のみなさんに理解していただくため、職員の任用、給与、服務等

166

そ の 他 合 計保 健 師



341,219円

平均給与

1人当たり給与費
年　　額  （B/A）          計　　B

経験年数10年以上
～15年未満

318,800円

―

5,319千円193,684千円

5,584千円

経験年数15年以上
～20年未満

（注） 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものです。

15,811千円

235,800円

経験年数7年以上
～10年未満

230,700円

272,400円

239,600円

272,400円

233,500円

（７）職員手当の状況

該当なし

312,300円

該当なし

771,318千円

該当なし

支給総額

技能・労務職

平均年齢

―

区　分

1.225月分

1.70月分

77,557千円

平均年齢

―

208,768千円

平均給料

区　　分

期　別 勤　勉

平均給料

41.7歳

339,704円307,930円

期　末

H28.4.1現在

H29.4.1現在

306,690円H29.4.1現在

2.025月分

0.90月分

4.30月分2.60月分

計

0.80月分

計

該当なし

職員数
A

議　長

―

平均給与

一般行政職

初任給

―42.2歳 ―

1.375月分

議　員

給
料

（２）職員の平均給料月額、平均給与月額、平均年齢の状況

区　分

145人

29年度

副町長
（平成28年度支給割合）

  6月期   1.50月分

 12月期   1.75月分

    計　    3.25月分

707,000円

288,000円

534,000円

町　長

教育長

副議長

28年度

大学卒

高校卒

224,000円

H28.4.1現在
大学卒

147人 534,469千円

給　　　　与　　　　費

（注）　平均給与月額とは、給料月額と月ごとの諸手当（扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、管理職手当、時間外勤務手当、宿日直手当）を加えたものです。

（３）特別職の報酬等の状況 （４）職員の初任給の状況(H29.4.1現在)

短大卒

592,000円

期末手当

144,600円

157,300円

176,700円大学卒

（注）　一般行政職とは、「地方公務員給与実態調査」に基づく区分で、全職員から税務職・福祉職・医療職・保健職・企業職等を除いた職員です。

（５）職員給与費の状況（平成28年度・平成29年度 一般会計予算）

201,000円

報
酬

月　額 区　　分

69,677千円

高校卒

職員手当

820,794千円

（注） 企業会計・特別会計、そして特別職・広域派遣職員・同消防職員・社会福祉協議会派遣職員等は含みません。

（６）一般行政職の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

区 分

8,963円

高校卒

給　料

507,957千円

期末・勤勉手当

（注） 職員手当には退職手当を含みません。

期末・勤勉手当(平成28年度支給割合) 時間外勤務手当(平成28年度普通会計)

職員1人当たり
支給月額

12月期

6月期

2.28月分

職務の等級による加算措置    有



 　ラスパイレス指数とは、国家公務員と地方公務員の給料水準を、

（支給率）

特殊勤務手当(平成28年度普通会計)

3,500円
勧奨・定年

49.59月分

消防従事手当定年前早期退職の特例
措置  (  2 % ～ 20 %   )

41.325月分

29.145月分勤続25年

自己都合

支給基準を細分化して定めてあります

区　分

（支給率）

異なる

員に支給されます。

閉庁日

されます。

年度 ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

午前8時30分

始業時刻

平成28年度

国の制度と異なる内容
国の制度

との異同

通勤のために交通機関または交通用具等で通勤する職員に支給

その他の その他の

平成27年度

通勤手当

95.7

95.0

（２）年次休暇の取得状況  (H28.1.1～H28.12.31)

１年につき２０日付与
※翌年に繰越可能（最大２０日）

概　　　　要

国家公務員の職員構成を基準として、学歴別、経験年数別に平

（８）ラスパイレス指数の状況

最高限度額最高限度額 49.59月分 49.59月分

その他の手当

特別昇給 特別昇給

加算措置

借家または借間に居住し、一定額を超える家賃を支払っている職

無

住居手当

29.15月分

勤続35年

定年前早期退職の特例
措置  (  2 % ～ 45 %   )

区  分

49.59月分

勤続35年

代表的な
手当の名称

勤続25年

国

扶養親族のある職員に支給されます。

49.59月分41.325月分

内　　　　　容

34.5825月分

同じ

平均取得日数

全職種

扶養手当

富士見町

加算措置

無

３　勤務時間その他の勤務条件に関すること

備　　　　　　　　　　考

均給料月額を比較し、国家公務員の給料を100とした場合の地方

職員1人当たり
支給月額

自己都合 勧奨・定年

34.5825月分

退職手当(平成28年度支給割合)

（１）勤務時間、休憩・休息時間の状況（標準的なもの）

年間を通して在職した正規職員の平均です。8.20日

　休憩　　午後0時00分から午後1時まで

休憩時間

　　午後5時15分

※ 括弧内は、国家公務員の時限的な
（２年間）給与改定特例法による措
置が無いとした場合の値です。す。

　平成28年度は、国家公務員と比較して4.3ポイント下回っていま

公務員の給料水準を指数で示したものです。

土曜日及び日曜日
祝日法に規定する休日
12月29日～翌年1月3日まで

終業時刻

勤務時間

49.59月分

同じ



備　　　　　　　考

備　　　　　　　考

(免職0件、停職0件、減給0件、戒告0件)

被評定者数

４月・１０月

評定の回数

151人年２回

(免職1件、降任0件、降給0件、休職2件【2人】)

分　　限　　処　　分

（３）利益の保護の状況

1件

0件不利益処分に関する不服申立てに係る書類の交付件数

加入団体 内　　　　容　　　　等災害件数

（２）勤務成績の評定の状況

区　　　　分

（１）福利厚生制度の状況

右足底刺創

（１）研修の状況

　　職員互助会補助事業

地方公務員災害補償基金長野県支部

６　福祉及び利益の保護の状況

・職員福利厚生事業補助金　　　　　1,388,858円　（県互助会負担）

評定の時期

①リスクマネジメント＆
コンプライアンス研修
②人権教育研修
③職員研修

52人
19人
46人

・定期健康診断（集団ﾍﾙｽｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ）　　　　受診実人員　107人
・人間ドック助成　　　　　　受診者94人(内脳ドック併用6人)
                                      助成額         610,000円

　　職員安全衛生事業

区　　　　　　分 受講者数

（２）公務災害補償制度の状況

・保険加入、脱退手続き等
・人間ドック申請　　　　　　受診者94人(内脳ドック併用6人)

　　市町村共済組合事務

内　　　　容　　　　等

懲　　戒　　処　　分

５　研修及び勤務成績の評定の状況

　公務員が一定の義務違反を行った場合に任命権者がそ
の職員の責任を問うための制裁です。組織の規律と秩序
の維持を目的としています。

3件

件　　数

0件

　職員の身分保障を前提としつつ、職責を果たすことが期
待できない時に、職員の意に反する不利益な取扱いをす
ることをいいます。公務の能率の維持と適正な行政運営の
確保を目的としています。

４　分限及び懲戒処分の状況

研修内容

①組織のリスクマネジメント能力を高め、コンプライアンスへの意識改革
を図る。
②人権教育町民研修会への参加
③新規採用職員、一般行政職員、中堅職員、管理職研修ほか

件　　数



７　その他町長が必要と認める事項

８　公平委員会の報告事項

　　　　不利益処分に関する不服申立ての状況 1件

人　　　　数

　　　　営利企業等の従事制限

　　　　職務に専念する義務の免除

区　　　　　　　　分

　　　　勤務条件に関する措置の要求の状況 0件

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分

10人

件　　数

内　　　　容　　　　等

町関係団体の事務従事及び兼職等

2人 営利企業等の事務又は業務に従事する場合等


